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［研究目的及び経緯］

　地球温暖化問題については、IPCCを中心に研究や
議論が進められており、先の IPCCの評価書において
は、地球温暖化とそれに伴う降水量の増加、台風規模
の拡大、降水量の変動幅の増大の可能性が報告され
ており、地球温暖化により引き起こされる気象変化は、
水害の増加を招くことが想像に難くない。温暖化によ
る水害に対しては、築堤などのハード面や土地利用の
誘導や住民意識の啓発などのソフト面での長期的な
対応が必要なことから、地球温暖化による水害リスク
の算定が求められている。水害という複雑な現象のリ
スクを指標化することは、異なる地域間の比較や経年
変化の把握を可能とし、今後の対応政策等の方向性
を定める政策的なツールとして非常に有効である。
　本研究は、国内外へ広く適応可能な水害脆弱性指
標（Flood Vulnerability Index以下、FVI）を構築
することを目的とする。

［研究内容］
　水害の発生は、台風等の自然現象や後背地におけ
る人口や資産の集積度合い、さらに治水整備状況や
危機管理体制等、種々の要因が考えられる。そこで、
これらの水害に対する脆弱性に影響を与えうる要因
を列挙し、図 1に示す要因連関図を作成した。
　要因連関図に基づき、FVIは図 2に示す 4要因に
よって構成されるとし、更に各要因は複数のインジケー
ターにより構成されるとした。最終的に設定されたイ
ンジケーターは図 3に示すとおりである。本インジケー
ターの算出に必要なデータについては、汎用性を考慮
し、国連機関が算出しているデータや GISデータを中
心に収集した。収集したデータの多くは国単位のもの
であるが、気象観測点のように点単位のデータとなっ
ているものや、地形の平均傾斜のように GISのグリッ
ド単位のデータとなっているものがあるため、それらを

流域単位のデータとして再集計する必要がある。その
ため、図4に示すように、国単位、ポイント単位、グリッ
ド単位の各情報を、一旦緯度経度で 30分の大きさの
メッシュに置き換え、各流域毎に再集計した。
　FVIの算定式は、既往の類似研究成果及び政策
ツールとしてのわかりやすさを考慮した結果、式 1
もしくは式 2を基本形とした。
　　　　M× H× S
　　　　　　C

　　　　M＋ H＋ S
　　　　　　C
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図 1　要因連関図

図 2　FVIを構成する 4要因

FVI＝　　　　　　　　　　　　　　　　　式１

FVI＝　　　　　　　　　　　　　　　　　式２
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ここで、Mは気候的要因、Hは水文・地理的要因、
Sは社会経済的要因、Cは対策的要因である。気
候的要因、水文・地理的要因、社会経済的要因を
FVIの値を高める、すなわちより脆弱である方向に
動かす要因と考え、分子に置いている。一方、対策的
要因によりその流域の水害に対する脆弱性は低減す
るものと考え、分母に置いている。ただし、社会経済
的要因については、一部脆弱性を低減する方向に働
くものもあるため取り扱いには注意が必要である。各
要因を構成するインジケーターは単位が異なるため、
式 3を用いて 0～ 100の値となるように変換している。
複数のインジケーターで構成される要因については、
各インジケーターの平均値を用いている。各要因及び
各インジケーターの重み付けをどのように与えるかに
ついては今後検討が必要であるが、まずは均一として
取り扱っている。6ケースの式形を与え、それぞれに
算出した FVIの値と、Center for Research on the 
Epidemiology of Disaster（CRED）が作成した洪水な
どの異常気象による被災者数の国別統計から算出し
た各流域における被災者数との相関を取り、単相関
係数が 0.5417と最も高くなった式 4をFVIの算定式
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として用いた。また、式4を用いて算出した FVIは図
5に示すとおりである。色が濃い流域ほどFVIが高い、
すなわち洪水に対して脆弱であるとしている。ここで
は複数の国を流下する河川であれば 10万 km2以上、
単独の国を流下する場合は 80万 km2以上の流域を
有する、63流域を対象とした。
　　　　　当該流域の値－最小値
　　　　　　　最大値－最小値
FVI＝｛降雨＋傾斜＋（都市化＋乳幼児＋貧困＋氾
濫原人口＋健康年数＋識字率＋テレビ）／ 7｝／｛（治
水投資＋非構造物）／ 2｝　　　　　　　　　　式 3

さらに、これらの検討結果を考察するために、メコ
ン川、ミシシッピ川、ライン川を対象として、図 6
に示すレーダチャートを作成した。図 6より、各流
域の特徴を視覚的に理解することができ、メコン川
では降雨が突出しているために FVIが低くなって
おり、ミシシッピ川では治水投資、非構造物対策、
テレビの普及率が FVIを押し下げていることが分
かる。ライン川においては、降雨が突出しているが
これは 2002年の気象観測データを用いているため、
その年の欧州での豪雨の影響が現れている。今後更
なるデータの収集及び補正が必要である。

［研究成果］
　本研究では、流域の水害に対する脆弱性を表すこ
とのできる水害脆弱性指標（FVI）を構築した。本
指標を用いることにより、温暖化によるリスクの変
化の算定や今後の治水政策の方向性を定めることが
可能となる。
　今後は、データの収集・精査及び算定式の妥当性
の検証、さらには、複数の流域の FVI算出結果の
統合や、より地域性を考慮するための細分化した流
域への適用方法の検討等が必要であろう。

図 4　流域毎のデータの再集計方法

図 5　FVI試算値

図 6　モデル流域におけるレーダチャート

図３　各要因を構成するインジケータ一覧

指数化＝　　　　　　　　　　　　× 100　　式 3


